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代表取締役副社長の栗島でございます。

2016年3月期 第3四半期の決算についてご説明いたします。

４ページをご覧ください。
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最初に、第3四半期実績の対前期比較の増減について概要を述べます。

ご覧のとおり、受注高、売上高、各段階利益ともに前年を上回る決算となりました。

受注高・売上高の伸びについては、為替影響によるプラス効果もありますが、受注高は

対前期19％増、売上高は対前期7.3％増と、第2四半期に引き続き好調に推移しています。

営業利益は、売上による伸びが主要因となり、対前期156億円の増益となっています。

上期は、想定を上回る不採算案件の発生があり、中期経営計画の目標であるEPS200円の達

成に向けては、下期でのリカバリーが必要な状況でしたが、今のところ順調に進捗しています
。

これに加え、第3四半期におきましては、投資有価証券の売却による特別利益の計上もあり、
税金等調整前四半期純利益は対前期306億円の増益となっています。

それでは、各項目について、セグメント別に増減をご説明します。５ページをご覧ください。
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まずは受注高です。

全てのセグメントで前年を上回り、全体で対前期約2,000億円の大幅な増となる1兆2,510億円と
なりました。

特に大幅な増となった金融や、あるいは公共・社会基盤においては、大型の更改案件を

着実に受注しました。

また、グローバルには為替による約100億円のプラス影響も含まれておりますが、

オーガニックでも受注増となりました。

６ページをご覧ください。
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次に、売上高です。

中央省庁向けビジネスでは、システム更改の度に売上高・利益が減少する構造があり、

またテレコム業界では、引続き設備投資を控える動きが出ております。

これらのマイナス影響は非常に大きいわけでありますが、ですが、それでも受注高と同様に全
てのセグメントで前年を大きく上回り、全体で対前期782億円の増となる1兆1,453億円となりま
した。

グローバルには、受注高と同様に、為替によるプラス影響が130億円程度含まれますが、それ
を

除いても約300億円もの増収となりました。主にスペイン事業やSAPビジネスが成長を

牽引しました。

金融は、既存案件のみならず、様々な金融機関に対する新たなサービス展開が

拡大しています。

法人・ソリューションでも、第2四半期に引き続き、流通業界向け、製造業界向けともに

好調です。

７ページをご覧ください。
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次に、営業利益です。

先ほど、全体概要でも述べましたが、全体で対前期156億円の増となる642億円となりました。

まず、不採算案件は第3四半期においては増加しておらず、対前期で35億円の増益影響と
なっております。

金融は、不採算案件の対前期減に、増収効果も加わり、大幅な増益となりました。

法人・ソリューションの増益理由は主に増収によるものとなります。

公共・社会基盤は、第2四半期の状況と同様で、もともと想定していた
既存大型案件の更改によるマイナス影響に加え、対前期での不採算案件増により
減益となりましたが、第3四半期の3ヶ月間は増益ですので、減益幅は縮小しています。

グローバルでは、のれん償却後で黒字化という通期目標がありますが、
進捗は残念ながら少々厳しい状況です。

ただし、のれん償却前の営業利益は対前期で増益にはなっており、
第4四半期にコスト削減などを行って、出来る限り通期目標に近づけていきたいと思います。

次ページより、各セグメント別に業績を掲載しておりますので、後ほどご覧頂ければと思います。

１２ページをご覧ください。

7



（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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（説明省略）
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ここで改めまして現中期経営計画の目標をお示しします。

中期経営計画の最終年度終了まで、あと2ヶ月を切りましたが、およそ4年前に設定した

この目標を最後まで変えることなく、経営を進めてまいります。

これまでにご説明した第3四半期実績の状況を踏まえますと、順調に進捗しているとの認識では

ありますが、まだ様々な事業リスクによる不確定要素があります。例えば、不採算案件の追加損
失発生リスクはありますし、海外の事業環境にも

まだ不透明さは残っております。

また、法人税率も当初計画の前提から変更となる可能性も高いため、その財務的影響も

見極めなければなりません。

よって、売上高の1.5兆円超はほぼ確実と言えますが、利益向上によるEPS200円の達成に

向けては、まだ楽観視できないと思っておりますので、最後の四半期も、気を引き締めて

経営を進めてまいります。

続きまして、最近の事情環境と今後の見通しについて、ご説明いたします。

１３ページをご覧ください。
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当社グループを取り巻く事業環境と今後の見通しについて、分野ごとにご説明いたします。

１４ページをご覧ください。



まず、公共・社会基盤分野についてご説明します。

皆様にも身近で関心の高い話題であるマイナンバー制度の導入や

地方創生の議論がありますが、中央府省や地方自治体関連ビジネスは、

競争激化やコスト削減要求の高まりにより、依然として厳しい市場環境にあります。

我々としては、

システム更改のタイミングを迎えた案件については確実に受注し、それに加え、環境変化に応じ
た新たなサービス提供も行い、事業の幅を広げていきたいと考えています。

テレコム業界向けの既存ビジネスにおける投資抑制のトレンドは続いておりますが、一方でユー
ティリティ業界向けビジネスでは、電力自由化などにより活況を呈しているため、このような事業
環境を活かしてビジネスを進めていきたいと考えています。
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続いて金融分野です。

今期の決算においては、金融分野の大幅な受注増がありましたが、国内におけるIT投資は

全体としては慎重であるとみております。

しかしその一方で、銀行間決済の24時間365日化など、決済の高度化やグローバル化ニーズが高
まっていますし、最近よく話題に挙がるFintech等への関心の高まりにみられるような

新しい金融サービスに関しては、我々の強みを活かせる領域ですので、積極的な事業活動を行って
いきたいと考えています。
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続いて、法人・ソリューション分野です。

国内景気全般の見直しが依然として不透明であることから、全体的には国内IT投資に対して

慎重姿勢が継続していますが、オムニチャネルやIoTなど、流通業および製造業における

IT投資には引き続き期待が持てます。

また、当社では、昨年７月の機構改革にて、この法人・ソリューション分野に

ペイメントサービス事業や、ネットワーク、データセンタ、クラウド、デジタルなどのソリューション事業
を結集させましたので、

お客様のニーズに積極的に対応していきたいと考えています。
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最後にグローバル分野ですが、地域によって状況が大きく異なるため、エリア別にご説明したい
と思います。

まず北米については、引き続き緩やかな成長を見込んでいるものの、ここ最近の著しい原油安な
ど、エネルギー価格にみられる激しい市場動向等により、特に経済の中核となる

産業部門の投資意欲には少なからずマイナスの影響が表れると懸念しています。

また中南米では、全体として減速基調にあるという認識です。特にブラジルにおいては、資源価
格の下落や財政悪化等を受けて景況感も悪化しているため、当社グループとしても難しい経営
マネジメントが要求されていますが、当社グループの中で中南米に拠点を持つeverisでは、ペル
ーやアルゼンチンにおいて比較的堅調な業績を上げています。

ヨーロッパにおいては、ドイツ、イギリスの市場はプラス成長を継続し、スペインは特に環境が

良くなっています。また、IT投資への慎重姿勢が継続していたイタリアでも、一部の業界では

底打ちの兆しも見えてきました。

アジアにつきましては、国によって堅調な経済成長が見込めるところと、逆に減速傾向が

みられるところがあります。

当社グループとしては、各地域の状況を踏まえ、ビジネス展開を図っていきたいと考えています。
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続きまして、第3四半期までの当社グループの主な取り組みについて、

いくつかご紹介したいと思います。

公共・社会基盤分野の１つ目は、特許庁の更改案件受注です。

２つ目は、IoTプラットフォームである「ANYSENSE」の提供開始です。

ファーストユーザとしてメタウォーター様に、同社が提供する上下水道業者向けの監視サービ
スに採用いただきました。

これまでの当社のユーティリティ業界向けビジネスは主に電力が中心でしたが、

今後は上下水道分野などにおいても事業を拡大していきたいと考えています。

金融分野での最近のトピックスでは、Fintech関連ビジネスと、外為業務インターネットバンキン
グサービスである「AnserBizForex」の刷新を掲載しています。

Fintech関連では、既に第2四半期のご説明の際にも、みずほ銀行様との取り組み事例をご紹
介させて頂きましたが、今回はりそな銀行様の事例になります。

この豊洲センタービル内にあります りそな銀行豊洲支店様におきまして、当社が提供するクラ
ウドロボティクス基盤を活用したコミュニケーションロボット「SOTA」による顧客対応支援につい
て実証実験を開始しております。

このような事業活動を通じて、コミュニケーションロボット活用に向けた様々なノウハウの蓄積
と、新たな対応領域が広がる可能性を見込んでおります。
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法人・ソリューション分野についても、事例を２つ挙げておりますので、ご覧ください。

これまでも業績の説明において取り上げてきましたが、流通業におけるオムニチャネルの

事例となります。

流通大手であるセブン＆アイグループ様の「omni7（オムニセブン）サービス」ですが、これはコ
ンビニエンスストア、スーパー、百貨店など業態の垣根を越え、さらに実店舗とECサイト等の異
なる販売チャネルを連携させるオムニチャネル化への対応案件です。

当社はその中核的な役割を担わせて頂くことができました。

今後も、このような新規ビジネスの創出を積み重ね、法人・ソリューション分野においては、

さらにシェアを拡大していきたいと考えています。

グローバル分野につきましては、既にニュースリリースでも公表しておりますが、

フィリピンと台湾において海外M&Aを実施したものを挙げております。
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最後に、技術革新統括本部の事例を２つ、ご紹介いたします。

１つ目は、英国エクセター市での信号制御による渋滞緩和の実証実験です。

当社におきましても、従前より交通シミュレーションについて中国で何度か実証実験を行って
まいりましたが、今回は英国エクセター市において、英国の信号制御システムのリーディング
カンパニーであるImtech社との共同研究を開始しています。このような実証実験を通じて、

交通シミュレーションと信号制御技術を組み合わせた渋滞緩和ソリューションを実用化し、日
本国内および世界各国への展開を推進していく考えです。

もう１つは、アジャイル開発ソリューションの提供に関するPivotalジャパン様との

協業です。

この協業によって統合する両社ソリューションをグローバルに展開し、お客様の

新規ビジネスの立ち上げを、柔軟かつ迅速なシステム提供によって実現していきたいと

思います。

簡単ではありますが、各分野における取り組み事例をご紹介いたしました。

以上を持ちまして、第3四半期決算に関して、私からのプレゼンテーションを終わります。

ご清聴ありがとうございました。
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